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１ 国保制度改革により何が変わるのか 

☞ 県も財政運営の責任主体として、市町村とともに国民健康保険を運営します。 

今までは市町村ごとの 

（小さい）財布で国保財政を運営 

これからは都道府県単位の 

（大きい）財布で国保財政を運営 
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２ 国保財政の都道府県単位化のメリット 

☞ ①小規模町村の保険料負担の急増リスクの軽減と、②保健事業の取組みの促進 

◆小規模町村で高額医療費が発生すると・・・ 

   少ない人数（被保険者）でその医療費を賄う⇒⇒⇒   

              ↓ 

◆都道府県単位化すると、県内被保険者（大人数）でその医療費を賄うことが出来る 

                                  
 
 

  ＜例えば＞ 

    ◇突発的な高額医療費が発生した場合         ◇継続して高額医療費が発生している場合 

      →集団インフルエンザの罹患など             →人工透析や精神疾患の長期入院など 

 

     

       

① 

保険制度 
の意義 

保険料負担の 
急激な増加 

⇒ それほどの保険料負担の増加にならない ＝国保財政運営の安定化 

県内A市町
村の例 

県内B市町
村の例 

都道府県 
単位化の 
メリット 
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２ 国保財政の都道府県単位化のメリット 

☞ ①小規模町村の保険料負担の急増リスクの軽減と、②保健事業の取組みの促進 

◆県が新たに国保の被保険者になる！ 

  ⇒今まで以上に市町村とともに県民の健康づくりの取組みを推進！ 

◆健康づくりの取組みを進めると・・・ 

 ①健康で長生き、生きがいのある幸せな生活を送れる。 

 ②医療にかかる回数等が減る 

   ⇒医療費の減少 

    ⇒国保料の減少 

 ③国からの交付金（健康づくりの取組みへの支援）が増加し、 

  長野県の国保財政の安定化につながる。 

   ⇒国保財政の安定化・国保料の増加抑制に期待！ 

② 
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【参考】 県が行う健康づくりの取組みの推進例 

☞ 国保データベースなどのデータを活用した各市町村の医療費分析など 

（例）国保データベースなどのデータを「見える化」して市町村に提供し、助言などの支援を行う 

左図のような

データの「見え

る化」を行い 

↓ 

多い市町村と少

ない市町村での

取組みの差など

の要因を分析 

↓ 

要因ごとの対策

などを助言 
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３ 国保被保険者への変化等 

≪今までと変わること≫ 

 ■国保料（税）額に影響が出る可能性があります。 

 ■保険証に「長野県」が表記されます。 

 ■県内で引っ越した場合に、今までリセットされていた高額療養費の回数カウントが引き継がれるようになり、 

   被保険者の負担軽減が更に図られます。 

≪今までと変わらないこと≫ 

 ■各種手続きは今までどおり市町村窓口で行います。 

   ○加入・脱退  ○保険証の発行  ○国保料（税）の納付 

   ○高額療養費などの交付申請 

 ■身近な保健事業も今までどおり市町村が行います。 

   ○特定健診・保健事業 

 被保険者の方々の身近な窓口は、平成３０年４月以降も引き続きお住いの市町村です。 

これまでどおりで、 

あまり変わらないね 
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４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 【参考】納付金算定の仕組み① 

☞ 県全体の国保保険給付費は、全市町村からの納付金と国・県・被用者保険からの交付

金等で賄われます。 

＜納付金の仕組み①＞ 

県全体の国保保険給付費 

県からの公費（交付金） 

国からの公費（負担金） 

被用者保険からの支援 
（前期高齢者交付金） 

市町村からの納付金 

Ａ 市 

Ｂ 町 

Ｃ 村 

納

付

金

の
納

付 
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４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 【参考】納付金算定の仕組み② 

☞ 納付金は、市町村の被保険者数・所得水準・医療費水準等を反映して算定します。 

■納付金は、市町村の被保険者数・世帯数・所得額に応じて算出した額に、各市町村の医療費水準を反映させて 

 金額を算出します。 

＜納付金の仕組み②＞ 

県全体の納付金総額を、各市町村の  

［ 被保険者数・世帯数 ］ 

及び ［ 所得額 ］ 

で按分して算出した額に 

↓ 

医療費水準を反映させて、 

（＝医療費が高い市町村は納付金が高い） 

各市町村の納付金額を決定。 

被保険者数・世帯数・所得水準・医療費水準の違いにより、各市町村の納付

金額に差が出ます。 

被保険者数に応じた按分【51％】 所得に応じた按分 【49％】 

県全体の納付金全体の配分割合 
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４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 

■これまで各市町村の中で医療費を負担し合っていたものが、30年度以 

   降は長野県内全体の医療費を、市町村の枠を超えて県全体で負担し合 

   うことになる。 

■その際、市町村によってはこれまでの負担と比べて、納付金額が変動す 

  る場合がある。 

  ⇒市町村間の支え合いの仕組みに加え、県内被保険者の負担の公平 

        化を図る。 

■納付金額が変動する要因は、主に３つ考えられるが、各市町村によりそ 

   の状況は様々であり、要因の大小が相互に影響し合い納付金額は変動 

   する。 
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４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 

※（  ）は県内順位 

H30納付金増加率 
（激変緩和前、単年度平均） 

一人当り所得 H28モデル世帯保険料 
（４人世帯所得250万円） 

Ａ 村 １１３％ （５位） １１３万円 （１位） ３７万円 （70位） 

県平均 １０２％ ５５万円 ４３万円 

○所得水準の高い市町村の多くは農業等の被保険者が多く、年齢構成が若いことにより医療費が 

   安く、これまでは少ない負担で済んでいました。 

○県全体では高齢化により医療費が高いため、県全体の医療費を県内全市町村で負担し合うこと 

   で、所得水準の高い市町村はこれまでと比べて負担が増加します。 

納付金額の増加の要因 ①所得水準が高い 

≪ご理解いただきたいこと≫ 

⇒市町村間の支え合い（県内全被保険者の助け合い）の一環として、段階的に保険料の負担が 

   増えていきます。 

⇒一方、市町村内での高額な医療費が突然発生した場合に、これまでは生じる可能性のあった 

   保険料負担が急激に増加するリスクは軽減（都道府県単位化のメリット）されます。 

⇒激変緩和措置の実施により、当面の急激な負担増加はありません。（措置期間は原則６年） 

  ※ 更なる負担緩和策について今後も検討していきます。 Ｐ2・3の都道府県単位化のメリットの例示を参照 
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○これまでは、前期高齢者が多い市町村には前期高齢者交付金が多く交付され、所得水準が低い市町村には 国 

  普通調整交付金が多く交付されていたため、県内の市町村の中でも低い保険料額で済んでいた。 

○これら公費等が県への一括交付となり、県内全市町村の納付金総額を抑えるために活用し、個別市町村の前期 

  高齢者の割合や所得水準は、各市町村の納付金額を決定する際に勘案するルール（全国統一ルール）に変更 

  された。 

○その結果として、多額の公費の交付を受けていた市町村は、個々の市町村への公費相当額が減るため、集める 

  保険料額が増えることになる。 

※前期高齢者交付金等の調整については、［基礎編］P11及び［解説編］P12を参照 

 

４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 

H30納付金増加率 
（激変緩和前、 
単年度平均） 

H28前期高齢者交付金 
（一人当たり） 

H28国普通調整交付金 
（一人当たり） 

H28モデル世帯保険料 
（４人世帯所得250万円） 

（ａ） 

（ａ）の県平均に
対する割合 

Ｃ 村 １３１％ （２位） ２０万円 （４位） １０万円（１位） ２９万円 （75位） ６７％ 

県平均 １０２％ １３.３万円 ２.３万円 ４３万円             

※（  ）は
県内順位 

納付金額の増加の要因 ②公費等の交付が多かった 

≪ご理解いただきたいこと≫ 

⇒医療費水準を年齢調整して反映することで、前期高齢者が多い市町村の納付金額は少なくなり、所得水準を反 

  映することで、所得水準が低い市町村の納付金額は少なくなる。 

  一方、このような調整を行っても全国平均よりもかなり多く前期高齢者がいる市町村で、保険料額が非常に低く 

  抑えられていた市町村については、市町村間の支え合いのため、保険料負担が増加します。 

⇒高額な医療費が突然発生した場合の、保険料負担の急激な増加リスクは軽減（都道府県単位化のメリット）され 

  ます。 

⇒激変緩和措置の実施により、当面の急激な負担増加はありません。（措置期間は原則６年） 

  ※ 更なる負担緩和策について今後も検討していきます。 

  

Ｐ2・3の都道府県単位化のメリットの例示を参照 
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４ 保険料（税）への影響[納付金額が増加する主な要因] 

○公費で最も多い前期高齢者交付金は、概算額（被保険者数や医療費の見込みにより 

  算定）が当該年度に交付され、翌々年度に精算する仕組みとなっている。 

○平成28・29年度分の精算は市町村毎に30・31年度に行われるが、見込みと実績の乖 

  離により概算額が過大だった場合に、返還額が納付金額に加算される。 

  （平成30年度分以降は県一括で交付され、市町村毎の精算は無くなる。） 

H30納付金増加率 
（激変緩和前、単年度平均） 

公費精算額 
（一人当たり） 

公費精算額を 
除いた増加率 

H28モデル世帯保険料 
（４人世帯所得250万円） 

Ｆ 村 １３７％ （１位） ＋３.１万円 （２位） １２１％ ２９万円 （74位） 

県平均 １０２％ －０.５万円 ４３万円 

納付金額の増加の要因 ③公費の精算額が多い（H30・31のみの限定的要因） 

※該当市町村は前期高齢者交付金の交付が多かった影響とも併せて納付金額が増加している。 

※（  ）は県内順位 
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５ 前期高齢者交付金及び国普通調整交付金による調整について 

 

 

保険料 

納付金 

県の国保特別会計 

市町村の 

国保特別会計 

市町村の 

国保特別会計 

現行 改革後 

保険料で集める
額を減額 

前期高
齢者交
付金 

国普通調整
交付金 

国普通調整 
交付金 

前期高齢者 
交付金 

全国の市町村間の状況（全国
平均と各市町村の比較）によ
り交付され、各市町村の保険
料で集める額を減額する 

納付金総額を減額 
【国のルール】 

納付金総額 

Ａ市の 
納付金額 

Ｂ町の 
納付金額 

Ｃ村の納
付金額 

被保険者数、世帯数、所得、年齢調整後の医療費水準（前期高齢者数を加味）
を反映して、各市町村の納付金額を算定 

各市町村の 
保険給付費 

等に必要な
総額 

 

県全体の 
保険給付費 

等に必要な
総額 

 

≪市町村単位の財政運営≫ 

≪都道府県単位の財政運営≫ 

長野県国保の所得水準が
全国平均より低い 
 ＝交付金多い 

長野県国保の前期高
齢者の加入率が全国
平均より高い 
 ＝交付金多い 

○都道府県間の状況（全国平均と各都道府県の比較）により交付され、県全体の納付金 

  総額から減額する。（国のルールによる調整方法（国政令で規定）） 

○県内市町村間は納付金で調整 

   前期高齢者が多い市町村は年齢調整後の医療費水準の反映で納付金を少なく 

   所得水準の低い市町村は所得水準の反映で納付金を少なく 

   ※これまでと同じような調整 

○市町村間の支え合いの仕組み（県内被保険者の負担の公平化） 

所得水準が全
国平均より低い
＝交付金多い 

前期高齢者の
加入率が全国
平均より高い 
＝交付金多い 
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■県が算出したH30保険料額は、基金繰入金等を考慮しない「保険料のみで集めるべき額」 

■H28保険料額を基金繰入金等の収入を見込んで、「保険料のみで集めるべき額」よりも少なくし 

  ていると、基金繰入金等を考慮していないH30保険料額との比較では、保険料額が増加する。 

【保険料額の増加要因】 ①保険料水準が低い 
【増加の理由】 
 ・平成28年度の「保険料のみで集めるべき額」が、本来の水準に比べて低くなっている。 
 ・前期高齢者交付金等の交付が多い、高額医療費があまり発生しなかった等で、前年度繰越金や 
 基金等の財源が多く確保できたため、保険料率を長期間改定していない。 
 
 
 
 
 
 
 
【増加市町村の状況】 

６ 保険料（税）への影響[保険料額が増加する主な要因] 

H30保険料額増加率 
（激変緩和後、基金等繰入前、 

単年度平均） 

H28前年度繰越金 
（一人当たり） 

H28末基金保有額 
（一人当たり） 

モデル世帯保険料 
（４人世帯所得250万円） 

直近の保険料
率改定年度 

Ｈ 村 １１４％ （１位） 0.9万円 （16位） ４４万円（２位）  ２４万円（77位） Ｈ２０ 

県平均 １００％ ０．９万円 ２万円 ４３万円 

※（  ）は県内順位 

H20保険料で

集めた額

H30保険料

のみで

集めるべき額H28保険料

で集めた額

H28保険料のみで集めるべき額

基金繰入金や前年度繰越金で

保険料として集めるべき額を減額

H28→H30で保険料額

が急激に増加

本来保険料として

集めるべき水準

H20

H28

H30
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６ 保険料（税）への影響[保険料額が増加する主な要因] 

【保険料額の増加要因】 ②法定外繰入が多い 
【増加の理由】 
 ・平成28年度に保険料負担緩和を図るための一般会計からの法定外繰入を多額に行い、「保険料の
みで集めるべき額」を少なくしていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【増加市町村の状況】 

H30保険料額増加率 
（基金等繰入前、単年度平均） 

H28と同額の法定外繰入等行った
場合のH30保険料額増加率 

（単年度平均） 

H28法定外繰入 
（一人当たり） 

Ｋ 市 １１１％ （３位） １００％ １．３万円 （２位） 

※（  ）は県内順位 

H28保険料のみで

集めるべき額

H28保険料で集めた額

H28法定外繰入額

H30保険料のみで

集めるべき額H28 H30

H28→H30で保険料額

が急激に増加
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７ 国民健康保険料（税）の県内統一 

☞ 将来的には県内で統一した国保料（税）を目指す。 

【統一のために必要な取組み】 

■納付金を算定する際の市町村ごとの医療費水準を反映 

   しない。 

■県が示す標準保険料率に沿った市町村の保険料率の設定 

■国保料（税）収納率向上対策 

■一般会計からの法定外繰入の解消 

今後の
展開 

○当面の間は、統一しない。［ 医療費水準を反映させた納付金の算定の継続 ］ 

○保健事業の更なる取組みや医療・介護体制の県全体の整備状況などによる 

 医療費格差の縮小など、その他の課題の解消状況の分析 

                       ↓ 

◎将来的な保険料水準の統一に向けて、市町村と協議の上、次期国保運営方針の改定時 

 （３年後）までに、統一の目標年次を含めたロードマップを検討 

【当面統一ができない理由】 

■県内市町村の１人当たり「医療費」と、医療費 

  が主要因となる「保険料」の格差が大きい。 

■国保料（税）の算定方式（所得割・均等割等） 

    が異なる。 

■県内市町村間の国保料（税）収納率の格差 

■一般会計からの法定外繰入の実施の有無 

国保料（税）の統一は、「同じ所得であれば県内どこでも同じ保険料負担」という考え方に基づくもの。 

15 



８ 一般会計からの法定外繰入の取扱い 

☞ 将来的には計画的・段階的な解消が必要 

解消すべき法定外繰入は、主に「保険料の負担緩

和」を目的として繰り入れるもの 

医療保険制度として、国保財政は本来は国・県から

の公費と保険料で賄うべき 

前
提 

国保制度改革後直ちに法定外繰入をやめる

と、 

国保料（税）が大幅に増加する可能性がある。 

 市町村は、国保料（税）の急激な増加とならないよう慎重に検討 

 解消すべき法定外繰入を赤字と定義し、赤字が発生した市町村は、翌々年度に解消が見込まれない場合は、

赤字解消の目標年次を定めた「赤字解消計画」を策定 

 県は、市町村に対して、赤字解消計画の策定に基づき適切な助言を行う。 

県と市町村が協力し、段階的・計画的に赤字（法定外繰入）を解消していく。 
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９ 健康づくりの取組み 

≪取り組みの必要性≫ 

 ■医療費は今後も増加が予想される。 

 ■医療費の増加抑制⇒国保料（税）の増加抑制⇒国保制度の安定的な運営 

 ■健康で長生き、生きがいのある幸せな生活 

≪主な取組み≫ 

 ■市町村と県が協力して健康づくりの取組みを促進 

   ○主な保健事業 ： 特定健診・保健指導の実施率向上、糖尿病性腎症重    

               症化予防対策、ジェネリック医薬品の使用促進 など 

 ■県で実施中の「ＡＣＥプロジェクト」の更なる推進 

   ○脳卒中等の生活習慣病予防に効果のある次の取組み 

     Ａｃｔｉｏｎ（体を動かす）、Ｃｈｅｃｋ（健診を受ける）、Ｅａｔ（健康に食べる） 

 ■健康づくりの取組みに対する新たな国の交付金制度「保険者努力支援制 

  度」の指標項目の積極的な取組み 

体を動かそう！ 

健診を受

けましょう! 

健康に 

食べよう！ 
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(1) 長野県が目指す健康長寿 

 ○ ACEは、脳卒中等の生活習慣病予防に効果 

  のある 
   
 
 
 
                  
  を表します。 
 ○ 世界で一番（ACE）の健康長寿を目指す想いを込めたもの。 

Action 体を動かす 

Check 健診を受ける 

Eat 健康に食べる 

【参考】信州ACE（エース）プロジェクト 

 単に「長生き」を追求するだけでなく、一人ひとりが生涯にわたり尊厳と生きがい
を持ち、その人らしく健やかで幸せに暮らせる「しあわせ健康県」を実現。 

 しあわせな暮らしの基礎となる県民一人ひとりの健康を更に増進するため、長野県
の課題である脳卒中などを予防するための生活習慣の改善に取り組む「県民運動」を展
開。 

    

 H26.6/22 食育推進全国大会「知事によるスタート宣言」 
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